



































たは秘密が社会秩序、利益に関わらないことである。従って、プライバシー権の保護範囲は広範であるが 個人の人格、家庭関係および物質の利益に関する主張、要求または希望にしか関わらず、主に、公共 わらない 情報保護権、通信秘密権、私事の利用、私生活の安定などを含んいる
（孫・前掲書一〇七頁以下）
。
　「民法通則」が、プライバシー権を人格権の保護範囲に取り入れていないため、長い間 司法実践においては、最高人民法院の司法解釈に基づい 名誉権または公共 を保護する形で、国民のプライバシー権が守られてきた。最高人民法院「名誉権事件の審理に関する若干問題の解答」の規定内容は、他人の同意を得ず、みだりに他人の私事材料を公開するか、または、書面 口頭 形で他人の私 を宣揚し、名誉の毀損に至っ 場合、他人の名誉を侵す問題として処理 な











































権利を有するか否かの問題である。多くの場合 夫婦間おいては、別産制が実施されており、法律が、当事者の所有している財産を任意的に調査す こと 認めれば 必然に相手方のプライバシー権を侵害することとな 法律的観点からは、夫婦間の知る権利とプライバシー の調整に焦点を
おくべきであり、実社会の生活においては、家庭内の財産状況は極めて複雑であり、調査 対象となる財産が夫婦の共同財産であるならば、もとより、配偶者が知る権利について格別に問題とな ことはないし、しかも、一方が故意的 財産状況を隠蔽する場合、他方の財産権益の侵害となる。配偶者が調査した は他方の個人財産であれば、このよう 調査行為は他方プライバシー権への侵害となる。 「婚姻法」に定めている夫婦法定財産は婚姻関係締結後に所得 た共同財産であり、夫婦が婚姻関係の間に得た財産は、法律上の特別な規定または夫婦間の約定を除き、夫婦 共同 見做される。共同共有者は共有財産に対して持ち分を分割せず 共同所有ということであり、いずれの一方もみだりに財産を処分したり、隠蔽、移転、換金することがで ない。 ようなことをして 他方に損害を与えた場合 は、損害賠償責任を負わなければならない。そのため 配偶者が他 の財産 状況を知る権利は、直接に個人財産への保護にかかわる問題となる。しかし、全ての家庭が法定 制 形態を適用 いるわけではなく、または、婚姻の間に取得した財産が夫婦共同財産とすれば、夫婦共同財産に属しない部分につ ては、他方は知 権利を有さず、法律が配偶者の身 よっ任意に相手の財産状況を調査することを認めるならば、プライバシー権を侵す恐れが生じ 。夫婦一方の財産が配偶者共有の範囲に属するか否かと確認問題につい は、人民法院の












であり、私的権利の衝突は、個 利益と個人利益との衝突であるため、その衝突について 両者の利益を衡量しつつ、規律すべきである。夫婦間の知る権利とプライバシー権との抵触問題という価値選択、 益衡量を処理する際には 婚姻
























民の基本的権利を侵さず、手続上の公正を追求し、その結果、実質的な真実を犠牲にする可能性を含んでいるということができる。真実を見つけることは訴訟 最終的な目標であるが、しかし、この目標を実現する証拠 取得方式が国民の基本的権利を犠牲にするとか または 人民法院が判決するために、この証拠を判決の基礎としたならば、国民 権利が侵害された事実を無視す ととなり、それ よって、国民の権利被害の程度は更に増大すること なる。訴訟の価値は、客観的な真実を見つけるだけでは く、訴訟参加者に対し、公正な取扱いと尊重を図る効果もある 指摘する学者もいる。それゆえ、訴訟本来にある正当手続により、裁判官が公正な法律手続に基づいて正義を実現するという 本原則が無視されてはならない。単に正確な判決を獲得 ために国民の基本的権利を踏みにじり、公正 手続の価値理念を放棄することは許容されてはならな はずである。そのような観点から、民事違法証拠排除規則の真の価値理念は、以下三つにまとめることができ 第一に、人権を保護することが重要な措置であり、第二に、手続上の正義も価値理念とされることであり、第三に 社会全体の利益を保護すること












り、そのため、相互理解の態度をもって、権利の調整が図られなければならない。つまり、二つの権利は 一定範囲においては、一定の譲歩が求められなければならない。法律は、身分関係によって配偶者一方の知る権利を保護し がらも、錯誤を有しない他方配偶者の真実を 守るために、その人格 侵害することを許容するものではない。つまり、違法な窃盗、または個人のプライバシー 公開 禁止されている。違法証拠の危害性は極め 高く、そのため、 「他人合法的権益」または「法律の強行的規定」に属する場合には、それを排除しなければならない。不貞行為の違法証拠集取を例にす ば、 に取得し 不貞 為に関する証拠 殆どは個人の私事、個人の尊厳に関わっており、そして、個人の尊厳 憲法によって保護される重要 利益である。婚姻関係の締結は、配偶者の個人の人格または人格尊厳の犠牲、減少を前提にしておらず、たとえ 配偶者の一方が という不法行為を起こ たとしてもその者の人格尊厳の必要性は大きいと考えられる。人格尊厳と身分利 考慮から見れば、婚姻関係の当事者は人格権と身分権 二つ 権利を有し、身分権は一つの重要な権利であるが、一方、身分上 知 権利が他方の人格尊厳と密接なプライバシーが抵触した場合には、知る権利はプライバシー権の前に後退しなけれ ならない。すなわち、法律上は、配偶 知る 利を保護することは、配偶者の真実を知る権利を守ること 相手の
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の内容に分けられる。一つは、主体の不適法のこ であり、すなわち、証拠材料を形成する主体が方法の要件を満たさないことである。二つ目は、 式上の不適法 ことであり、すなわち、証拠材料の形式が法律 要件を満たさないことである。三つ目は、手続の不適法のことであり、すなわち 証拠を集取する手段、方法が法律の規定に背くことである。以上の三つの違法証拠材料 いずれも排除されべきであるが、し
かし、訴訟においては、違法証拠排除規則は、一般的に、手続上の違法証拠を排除する。 排除の範囲については、以下の原則を遵守すべきと唱えられることもある。すなわち、第一に、私人の領域内において、秘密手段によって得られた証拠は 般的に排除しなければならない。第二 、違法に他人の住宅を侵害し、違法に差し押え、また、秘密窃盗ないし通信の自由を破壊 他人の合法的財産の所有権を侵す方法によって得られた証拠は排除されるべきである。第三に、法の強行規定に反する方法によって得られた証拠は排除されるべきである。第四に 違法証拠によって得られた証拠は排除されるべきである。第五に、合法によって取 したいずれかの証拠は、その適用が厳重な結果をもたらす恐 がある場合には、それを排除しなければならない。それ 原則について、夫婦の行動として具体的にいえば 婚姻事件において排除されるべき違法証拠として、以下 幾つかの状況が、それに該当する。 （一）人身自由の拘束によって得られた証拠であり、例えば、無着衣写真が 例である。 （二）他人の私的領域 お 生起した盗撮 録画 証拠であり、例えば、ホテル室内での盗撮がその例である。 （三）違法手段によって得られた財産に関する情報であり、 えば、銀行に勤める者 違法行為 よっ みだりに調べられた顧客の財産情報がその例である。 （四）他方の利益また 婚姻利益にかかわらない個人のプライバシーに関する証拠であり、
















国法文献を中心として、知る権利との関連において概観した。中国は日本と異なる政治体制を採用しているが、夫婦間のプライバシーに関する問題を見 限り、中国法における論議は、日本法との関連においても、ほぼ妥当するよう 思われる。それを参考 しながら、日本社会に特有な精神風土等も考慮した上で、日本法における問題として、改めて考察してみることとしたい。
（じょ・ずいせい
　
東洋大学法学部非常勤講師）
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